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我が国の人口はここ10年ほど
前年を下回る減少を続けており，
今後はさらに急激な人口減少が予
想される。それに伴い「空き家問
題」も深刻化を増している。 
総務省の住宅・土地統計調査に

よれば，空き家の総数は2018年時
点で849万戸にものぼり，この20
年で約1.5倍に増加した。賃貸・売
却用の住宅などを除いた「その他
の住宅」は2018年時点で349万戸
となっており，この20年で約1.9
倍に増加している。 
建物は，解体するにもコストが

かかるため，空き家は人が住まな
い状態のまま放置されることが少
なくない。その結果，空き家の敷
地内に雑草が繁茂したり，建物の

外壁が崩れ落ちたり，さらには放
火のリスクも高まる。空き家は犯
罪の温床となるため，管理不全の
状態が続くと，周辺の地域にも悪
影響をもたらしてしまうのだ。 
そこで経済学的な視点から効果

的な「空き家対策」を明らかに
し，住環境の維持・向上に取り組
んでいるのが，データサイエンス
専攻の鈴木雅智准教授だ。 

学生時代の鈴木准教授は，工学
部の建築・土木分野で都市計画を
学んでいた。都市が将来あるべき
姿を考え，そのために必要な規制
や誘導，整備を行うのが都市計画
である。現地調査をしたり，建築

デザインを考えたりする人もいる
中で，鈴木准教授が関心を持った
のが「住宅問題」だ。 

鈴木 雅智  准教授
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ヘドニックアプローチで 
空き家問題を解決する
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いかにして空き家の市場価値を高めるか

都市計画と住宅問題
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高度成長
期には都市へ
の人口集中が
続き，都市部
における住宅
不足が大きな
課題となって
いた。住宅問
題の解消のた
め，新築住宅
の供給が続け
られ，都市空
間は郊外へ
と拡大を続
けてきた。 
しかし昨今では逆に人口減少・

少子高齢化が進んでいる。そうな
ると，今度は住宅が余ってしまう
「空き家問題」が新たな課題とし
て浮上してきた。都市計画として
も空き家対策の必要性が高まって
いる。 
「ただし，今でさえ，空き家の

数は非常に多いのです。全ての空
き家に対して公的な対策を行うの
は現実的ではありません」 
そこで鍵となるのが，近隣に悪

影響を与えている空き家を特定す
ることだ。その上で，除却・更地
化や地域コミュニティでの活用・
管理などの対策を重点的に進める
ことが求められる。さらに，空き
家を既存住宅市場で広く流通させ
ていくことが重要となってきてい
る。 

住宅は，人が居住するという物
理的な側面を持つと同時に，市場
で取引され「価格」がつけられる
という資産としての側面も持つ。

空き家を市場で流通させるために
は，住宅の金銭的な価値を明らか
にしなければならない。 
住宅の価格は，築年数や面積，

最寄り駅からの距離などといった
様々な要因によって決まると考え
られる。築年数が1年増えること
は，あるいは面積が1㎡増えるこ
とは，住宅の金銭的な価値をどの
くらい高めたり，あるいは低めた
りするのだろうか。 
その問いに答える方法が「ヘド

ニックアプローチ」であり，統計
学の重回帰分析という手法を駆使
していく。例えば，住宅情報サイ
トを見ると，各住宅にはその価格
とともに，築年数や面積，駅徒歩
分数，都心までの距離（最寄り
駅），建物設備，周辺環境などと
いった情報が掲載されている。価
格の違いは，それらの様々な要因
の影響を受けている。 
ここで重回帰分析を用いると，

住宅価格のうち，築年数，面積，
駅徒歩分数，都心までの距離と
いった基本的な価格形成要因の影
響を取り除くことができる。その
結果，景観や騒音，大気汚染など

といった環境質が住宅価格に与え
る影響だけを抜き出すことができ
るのである。 

鈴木准教授は，このヘドニック
アプローチを用いることで，神奈
川県横須賀市において，空き家が
近隣にもたらす外部不経済を測定
した。横須賀市は，東京圏外縁部
の都市としては早くから人口減少
が進んでいる。地理的制約から山
地・丘陵が宅地化され，車の横付
けができず，階段でのアクセスと
なる住宅も多い。そういった地域
の代表が，Fig.1の左に示す谷戸地
域だ。 
Fig.1に青点で示されるのは空

き家である。谷戸地域では空き家
が密集していることが，住宅地図
の更新過程で記録された空き家
データからも確認できる。一方
で，Fig.1の右に示すのは，横須賀
市の中でも良好な居住環境が確保
され，車の横付けが可能で利便性
も高い地域である。このような整
備された住宅地では，青点が少な

Fig.1　各地域における長期空き家と成約物件の分布

住宅市場を対象とするヘドニッ
クアプローチ

空き家が近隣にもたらす外部不
経済
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く，空き家は少ない傾向にある。 
さらに，Fig.1に赤点で示され

るのは成約物件である。鈴木准教
授は，この成約物件に着目し，４
年以上にわたり空き家状態が継続
している長期空き家数が50m以内
に１軒増えるごとに，周辺の住宅
の取引価格が約３％下落すること
を突き止めた。これまで自治体・
住民へのアンケート調査を通した
定性的な把握にとどまってきた，
空き家が近隣にもたらす外部不経
済の存在が，初めて明らかとなっ
たのである。 
また，地域別に分析すると，近

隣に長期空き家が少ない地域ほど
長期空き家の存在が際立ち，負の
外部性が観察されやすいことが明
らかとなった。 
「つまり，近隣に長期空き家が

少ない地域において，長期空き家

数を抑制する政策をとることで，
住環境の悪化を軽減する効果が高
い可能性があるのです」と鈴木准
教授は，得られた研究成果の意義
を強調する。 

一方，空き家をそのまま放置す
るのではなく，既存住宅として市
場で流通を促進していくことも求
められる。日本の住宅について
は，住宅寿命の短さ，既存住宅流
通の少なさが長らく指摘されてき
た。これは滅失住宅の平均築後年
数（日本38.2年，米国55.9年）や
既存住宅の流通シェア（日本
14.5％，米国79.8％）（国土交通
省「令和3年度住宅経済関連デー
タ」）といった指標からもうかが
える。 

　こうした現状を
ふまえ，長期優良
住宅など，長寿命
化や中古流通の促
進に係る住宅認証
制度が整備されて
きた。長期優良住
宅とは，長期にわ
たり良好な状態で
使用するための措
置が，その構造及
び設備に講じられ
た優良な住宅であ
る。耐震基準適合
証明書・瑕疵保険

検査基準への適合は，住宅ローン
減税を築古住宅でも受けるための
築年数要件を緩和するものであ
る。いずれも，既存住宅における
一定の品質を保証する制度であ
り，中古物件の流通促進に寄与す
ると考えられる。 
再びヘドニックアプローチを用

いると，Fig.2の縦軸で認証による
価格プレミアムがプラスになって
いるとおり，長寿命化や中古流通
の促進に係る認証を受けた住宅
は，そうでない住宅に比べ成約価
格が高いことが明らかとなった。
つまり，認証を受けた住宅は，市
場での需要が高いのである。 
「この結果は，税制措置等と合

わせて，長期優良住宅や既存住宅
の品質を保証する認証制度が，住
宅の経済的寿命を延ばすことにつ
ながる可能性を示すものです。こ

“都市・地域の社会課題の解決には，建築・土木・
デザイン・法制度・経済・情報・心理など，多様な
視点が必要です”

Fig.2　各種認証による価格プレミアム

既存住宅としての価値を高める
ために



データサイエンス研究科 ニュースレター 令和５年 11月号

4

れによって，既存住宅を市場で流
通させることを前提に計画的な維
持管理・改修が進み，空き家の発
生を抑制することにもつながると
考えられます」 

「データサイエンスの魅力は，
社会で生じている課題に対し，学
際的なアプローチを想定できると
ころにあります」 

「伝統的な学問分野だけを学ぶ
と，その分野で用いられているア
プローチに偏ってしまうこともあ
り得ます。しかし，都市・地域の
社会課題の解決には，建築・土
木・デザイン・法制度・経済・情
報・心理など，多様な視点が必要
です」と，多様な分野の研究者が
集うデータサイエンス研究科で研
究することの利点を鈴木准教授は
強調する。 
「同時に，都市・地域の社会課

題は複雑ですから，データからす
ぐに解決策が見えるとは限りませ
ん。データから捉えきれない実態
もあります。データ解析手法に加
えて，現場で生じている課題を深
く理解することもまた重要と考え
ています」と，長年，都市課題の
現場を見続けてきた鈴木
准教授は，落ち着い
た口調で静かに締
め括った。
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課題に対する学際的アプローチ
が魅力のデータサイエンス

地方自治体におけるデータ活用推進
の鍵は，職員の変革に対する意欲に
あり

ヘルスデータサイエンス専攻の黒木淳教授らの研
究グループは，組織の発展に有効な，個々人の組織
に対する貢献意欲を表す，「組織変革へのコミット
メント」の日本語版尺度（データ活用推進の文脈）
を日本ではじめて開発し，地方公共団体の職員の
データ活用に対する行動意識の実態とその要因を調
査しました。本調査において，職員のデータ活用推
進へのコミットメントと実際の行動意識の関連性が
明らかとなりました。本研究成果は，「会計検査研
究」に掲載されました。 

研究成果のポイント 

• 日本で初めて個々人の組織変革に対する意欲（コ
ミットメント）を測る日本語版の尺度を開発し，
自治体職員の業務プロセスの変革を伴うデータ活
用への行動意識との関連性を調査・分析。 

• データ活用の推進には，対価に基づくよりも，組
織への愛着や，変革への義務感に基づく意欲が重
要であることがデータで裏付けられた。 

• データ活用の推進には，組織への愛着に基づき変
革の意欲のある職員や，変革に対して義務感を持
つ職員の活躍が重要。

• 令和６年２月３日（土） 
データサイエンス専攻 博士後期課程入学試験を実
施します。 
出願期間は１月４日（木）～９日（火）です。合
格発表日は２月16日（金）です。 

• 令和６年２月３日（土） 
ヘルスデータサイエンス専攻 博士前期課程入学試
験を実施します。 
出願期間は１月４日（木）～９日
（火）です。合格発表日は２月
16日（金）です。

AIとDXに関するヘルスデータサイ
エンスシンポジウムを開催しました

ヘルスデータサイエンス専攻では，AIとDXに関
するヘルスデータサイエンスシンポジウムを開催し
ました。当日は，会場・オンライン合わせて65名の
参加がありました。


